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ビジネス分野における LGBTQ 研究に関するシステマティック・レビュー

関東学院大学経営学部准教授

唐沢龍也

＜要旨＞

近年、LGBTQ（性的少数者）はビジネス分野では可処分所得が高く、消費やブランド

評価に影響力がある有望な顧客層として位置づけられている。本稿の目的はビジネス分

野に関連する LGBTQ 研究の包括的な文献レビューを行い、その研究動向のメインスト

リームを探り、主要な論点を整理することである。そこで、Tranfield et al. (2003) のシス

テマティック・レビューのプロセスを参照し、電子データベース EBSCO Host Business 

Source Premiere を使用して抽出された LGBTQ に関する 74 論文の抄録（abstract）をテ

キストマイニングツール「MTMineR」で分析した。分析結果を総合的に整理し、ビジネ

ス分野に関連する LGBTQ 研究の主要な論点が「「LGBTQ と職場」と「LGBTQ に対す

る支援」の 2 つに集約されることを示した。

＜キーワード＞

LGBTQ（性的少数者）　　システマティック・レビュー　　テキストマイニング　　高頻

度語彙　　共起頻度

1．はじめに

LGBTQ（性的少数者）とは、Sexual Orientation（性的指向）に基づく女性同性愛者を

示す Lesbian（レズビアン）、男性同性愛者を示す Gay ( ゲイ )、両性愛者を示す Bisexual

（バイセクシャル）また Gender Identity （性自認）に基づく身体的な性と心の性が一致

しない Transgender（トランスジェンダー）、そして Sexual Orientation（性的指向）や

Gender Identity（性自認）を積極的に表明しない Questioning（クエスチョニング）を意

味している。

本稿の目的はビジネス分野に関連する LGBTQ 研究の包括的な文献レビューを行い、そ
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の研究動向のメインストリームを探り、主要な論点を整理することである。このような

研究が必要な背景には、アメリカの第２期オバマ政権下において同性婚の認可や職場で

の LGBTQ 差別への違憲判決などが象徴するように、社会的課題として企業や組織による

LGBTQ への適切な対応が求められるようになったことが挙げられる。企業にとって多様

性の実現は経営課題になったといえる。同時に、マーケティング的な観点から、LGBTQ

は可処分所得が高く、消費やブランド評価に影響力がある有望な顧客層と位置づけられる

ようになった。それは、毎年、6 月に世界の主要都市で開催されるプライド・パレードに

P ＆ G, Johnson & Johnson, Disney, H ＆ M, Diesel, Salesforce などの消費財やファッショ

ン・IT 系のグローバル企業が協賛していることからも理解できる。

一方で、ビジネス分野に関連する LGBTQ 研究についてはどうであろうか。代表的な

LGBTQ をテーマとする定量研究では、Nam-Hyun (2012) はゲイやレズビアン雑誌に掲載

された計 312 件の広告を使い、その特徴や商品カテゴリーを比較し、企業がゲイをテーマ

にした広告を重視していることを示した。また、Nam-Hyun (2014) は消費者の同性愛への

寛容度とブランド関与度がゲイをテーマにした広告に対する態度に及ぼす影響を検証し

た。Oakenfull (2013) は同性愛を自認する 405 人（女性 208 人・男性 197 人）を対象にし

た LGBTQ に友好的な企業活動への評価に影響する要因を明らかにした。定性研究では、

Berezan et al. (2015) はハイエンドのアパレルや宝石の販売において顧客とゲイの販売員

との信頼関係が有効であることを示した。Rosenbaum et al. (2017) は小売業において女性

販売員がゲイの男性販売員と協働することをどのように受け入れるかを分析した。Sellers 

(2014) はトランスジェンダーに対する差別を禁止している 154 の地域（2011 年 7 月現在 ) 

を対象に地方自治体の雇用政策について論じている。Elias and Rishel (2017) は連邦政府

機関内でのトランスジェンダーの従業員政策の実施が従業員に与える影響を分析し、政策

がどのように実装されるべきかを提言した。Descubes et al. (2018) はフランスでは社会的・

政治的・経済的に LGBTQ のコミュニティが重要になっており、社会的指標を考える際に

参考にされていることを示した。このように、ビジネス分野に関連する LGBTQ 研究の範

囲は企業イメージ、広告効果と購買意向、職場での人的資源管理、信頼関係、雇用政策と

多様である。そこで、本稿は文献レビューの方法であるシステマティック・レビューによっ

て海外ジャーナルにおけるビジネス分野の LGBTQ 研究の中心的な論点について、俯瞰的

な視点から提示することを試みる。

本稿の構成は以下の通りである。第 1 節において本稿の目的と背景について述べる。続

く、第 2 節では文献レビューの先行研究を参照し、文献レビューの方法であるシステマ

ティック・レビューについて説明する。第 3 節ではビジネス分野の LGBTQ 研究のシステ
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マティック・レビューとテキストマイニングの結果について記述する。第 4 節では、結果

に基づいてビジネス分野の LGBTQ 研究における主要な論点を示す。第 5 節では本稿のイ

ンプリケーションと今後の課題について言及する。

2．システマティック・レビューの方法

2-1　文献の検索方法

本稿の目的であるビジネス分野に関連する LGBTQ 研究の論点を整理するためには、網

羅的な文献レビューによる研究テーマの抽出を行う必要がある。河 (2012) は網羅的な文

献レビューの方法として、欧米における文献レビューの方法論であるシステマティック・

レビューを挙げている。システマティック・レビューは医療系分野における厳格なエビデ

ンスベースのレビュー・アプローチとして開発された。Tranfi eld et al. (2003) はシステマ

ティック・レビューをステージ 1「レビューの計画」、ステージ 2「レビューの実施」、ステー

ジ 3「報告と普及」からなる 10 のフェーズで構成される一連のプロセスとして提示した（図

表１, 参照）。

図表 1　システマティック・レビューのプロセス

出所：Tranfi eld et al. (2003) p. 214 を参照し、筆者作成。

ここから、フェーズ 2「文献レビューの手順の開発」に関して代表的な先行研究を参照し、

どのような文献の抽出方法が採用されているかについて検討したい。Busenitz et al. (2003)

はアントレプルナーシップ（起業家精神）に関するシステマティック・レビューにおいて、

文献レビューの手順として 3 つの基準を設定した。第 1 の基準は主要なビジネス・マネジ

メント関連のジャーナル７誌に掲載されていることである。第 2 の基準はアントレプレ
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ナー、アントレプレナー・シップ、スモールビジネス、新規ベンチャー企業、創業者等の

アントレプレナーシップに関連するキーワードが論文タイトル、抄録（abstract）に含ま

れていることである。第 3 の基準は 1985 年から 1999 年に出版されているエディターノー

トや書評、査読付きの論文、研究ノートを対象とすることであった 1。結果、97 本の論文

が上記の基準を満たした。Castañer and Oliveira (2020) は過去５年間のインパクトファク

ター (IF) に基づいて Academy of Management Journal をはじめとする主要なジャーナル

9 誌をあらかじめ選択する方法を採用している。これらの文献抽出のアプローチは「主要

ジャーナル優先型」と言えよう。「主要ジャーナル優先型」の利点は、既に評価の高いトッ

プジャーナルに最初から焦点を絞って文献の抽出を行うため、結果的には質の高い文献が

得られることである。ただし、萌芽的な研究などテーマによっては抽出される文献の数が

十分に得られない場合も予想される。

Boerman et al. (2017) は広告とコミュニケーション科学に関する電子データベースを使

い、キーワード検索に重きを置いた文献リサーチを行った 2。Castañer and Oliveira (2020)

は選択したジャーナルに掲載された論文を検索するにあたって、ビジネス研究において最

も頻繁に使用される電子データベースである EBSCO Host Business Source のみを使用し

ている。Paul and Criado (2020) は複数の電子データベースである Web of Science, Social 

Science Citation Index (SSCI), Journal Citation Report を並行して使用している。これら

の文献抽出のアプローチは「電子データベース・キーワード検索型」と言えよう。この文

献抽出の方法においては、Tranfield et al. (2003) のフェーズ 5「研究の質的評価」をする

ことが必要になる。抽出された文献の内容が研究リサーチに該当しているのか、否かを

確認しなくてはならない。システマティック・レビューにおける適切な文献数に関して、

Paul and Criado (2020) は 40 から 500 の間、またはそれ以上の関連する文献を使って網羅

的、包括的に進められるべきであると言及している。

LGBTQ に関するシステマティック・レビューにおいて Samia et al. (2009) は複数の電

子データベースを使った LGBT の高齢者の健康状態、社会的ケア、住居の必要性に関す

る文献レビューを行っている。 Lee et al. (2012) は医学論文を対象に LGBT の喫煙に関す

るシステマティックレビューを行い、全米医学アカデミーの報告が LGBT の喫煙者を一

般の喫煙者に比べて過小評価している問題を指摘した。LGBTQ の保健や看護、健康など

のテーマに関するものが挙げられる。ビジネス分野に関連する LGBTQ の研究を対象にし

たシステマティック・レビューは殆ど見られない。
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2-2　文献レビューの手順の開発

本稿は先行研究を参照し、システマティック・レビューに関する以下の基準を設けた。

(1) 電子データベースである EBSCO Host Business Source Premiere を使用する。

Business Source Premier には、厳しい基準で選書された 850 誌に及ぶビジネス関連の世

界各国のオープンアクセスジャーナルが含まれている。

(2) 検 索 ワ ー ド を lgbtq or lgbt or lesbian or gay or homosexual or bisexual or 

transgender or queer or sexual minority と設定した。これらのキーワードが論文タイト

ル、キーワード、抄録に含まれていることを条件にして文献を抽出する。本稿が「電子デー

タベース・キーワード検索型」を採用するのはより多くの対象となる論文を抽出すること

を意図している。

(3) Tranfield et al. (2003) のフェーズ 5「研究の質的評価」として抽出された論文の内容

を確認するため、全文が入手可能な査読付き英語論文を対象とする。

(4) 検索する文献の対象期間を 1990 年 1 月から 2020 年 12 月までと設定する。これは、

EBSCO Host Business Source Premiere で検索が可能な最も古い時期からの論文を含ん

でいる。

 

2-3　テキストマイニングによるデータの合成　

本稿は、Tranfield et al. (2003) によるシステマティックレビューのフェーズ 7「データ

の合成」にテキストマイニングを使う。なぜ、テキストマイニングを「データの合成」に

採用するのかについて説明する。Ananiadou et al. (2009) は自然科学や社会科学での文献

レビューにおける大量のデータ処理の非効率さとバイアスの問題を指摘している。研究者

は検索により抽出された多くの文献をダウンロードし、パソコンの画面に投影し、タイト

ル、抄録、本文をひとつひとつ確認することが求められる。このように、現在のシステマ

ティックレビューも大部分が手作業で行われており、結果的に多くの時間が必要となる。

すでに、社会科学の研究の領域では様々なテキストマイニングのソフトやサービスが利用

されていることから、Ananiadou et al. (2009) はテキストマイニングをツールとして導入

することによって、より迅速かつ正確に文献レビューを実行するべきであると提唱してい

る。テキストマイニングツールに関しては、より厳密な分析結果が得られるプログラミン

グ言語 R を使用できる「MTMineR」を使用する 3。
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3．分析結果

3-1　文献の抽出

電子データベースである EBSCO Host Business Source Premiere によって最初に抽出

された 137 論文のうち、ビジネス分野（経営学）と異なる文脈で記述されていると考えら

れる社会学や健康・保健学・政治学の論文は除外した。また、論文の分析対象地域の文化

同質性を考慮して、アメリカを中心にした英語圏に絞った。その結果、74 論文が対象となっ

た。抽出された 74 論文は定量研究が 27 論文（36.5 %）、定性研究が 47 論文（63.5%）であっ

た。図表 2 は対象期間の各年に発表された論文数について整理したものである。研究方法

に関しては 1999 年から 2005 年までは定性研究が多い。2006 年以降は定量研究も発表さ

れており、2020 年は定性研究より定量研究の方が多くなっている。

図表 2　1998 年〜 2020 年に発表された各年別の論文数

出所：筆者作成。

対象期間における主要な研究テーマの客観的・俯瞰的な分析をするために抽出された

74 論文の抄録（abstract）をテキストマイニングする。抄録（abstract）を分析対象とす

る理由は論文の主題、研究方法、結果に関する情報が含まれている点にある。テキストマ

イニングの対象になる 74 論文の抄録（abstract）の延べ語数 (Token Number) は 1 万 195、

異なり語数（Token Type Number）は 3009 であった。

図表 3 は 74 論文に関して、発表年・著者・掲載ジャーナル名・論文タイトル・キーワー

ド・定量か定性かの研究方法について分類したものである。
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図表 3　抽出された 74 論文の概要
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出所：筆者作成。

3-2　74 論文の抄録（abstract）における高頻度語彙

対象となった 74 点の論文の抄録（abstract）のテキストファイルの文書データを作成し、

「MTMineR」による単語単体の頻度分析（頻度 10 以上）を図表 4 に示す。英語の形態素

解析は TreeTagger を使用する。図表 5 は単語の出現頻度を可視化する機能である形態

素グラフ Word Cloud の結果である。Word Cloud では頻度の高い単語ほど大きく表示さ

れる。
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図表 4　「MTMineR」による対象論文の抄録（abstract）における高頻度語彙

注：共起頻度 10 以上を対象とした。
出所：筆者作成。

図表 5　「MTMineR」による形態素グラフである Word Cloud（頻度 10 以上）

　　　　　出所：筆者作成。

図表 4 および図表 5 の結果により、検索に使用したキーワードである lgbt, lesbian, gay, 

homosexual, bisexual, transgender の出現頻度が高い一方、Questioning（クエスチョニン

グ）を含む lgbtq が高頻度語彙には含まれていないことがわかる。LGBTQ 研究の動向を
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示す上で重要な検索キーワード以外の頻出語では、socials（社会的な）、identity（アイデ

ンティティ）、sexual（性的な）、individuals（個人の）、queer（クイアー）、experiences（経

験）、gender（ジェンダー・性差）、work（仕事）、workplace（職場）、employees（従業員）

などが収集された。ただし、頻出単語のみでは「複合語」による分析ができない。そこ

で、「MTMineR」による共起頻度分析データの一部である n-gram を使用する。連続する

単語の結び付きである共起頻度をテキストの全文字を対象として組み合わされる n-gram

は 1(Uni)gram から 6(Six)gram まで表示される。図表 6 は n-gram の Bigram（2 つの単語

の共起頻度）、 表 7 は Trigram（3 つの単語の共起頻度）の結果である。これらの n-gram

の結果によって文脈を捉えた素性を把握することが可能となる。

図表 6　「MTMineR」による Bigram（2 つの単語の共起頻度）

注：共起頻度 3 以上を対象とした。　　出所：筆者作成。
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図表 7　「MTMineR」による Trigram（3 つの単語の共起頻度）

注：共起頻度 3 以上を対象とした。
出所：筆者作成。
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4．考察

4-1　Gay を中心にした LGBTQ 研究

ビジネス分野に関連する LGBTQ 研究の 74 論文の抄録（abstract）を「MTMineR」の

テキストマイニングの結果から全体的な研究の動向として、Sexual Orientation（性的指向）

や Gender Identity（性自認）による分析対象の複合化が挙げられる。具体的には、ビジ

ネス関連の LGBTQ 研究においても現実社会と同様に男性中心の gay（ゲイ）が研究対象

として中心になる傾向がある。しかしながら、gay（ゲイ）とそれ以外の lesbian（レズビ

アン）、bisexual（バイセクシャル）や transgender（トランスジェンダー）との組み合わ

せが研究対象であることが理解できる。さらに、3 つの単語の結び付きである共起頻度で

ある Trigram に着目すると、and（と）- LGBT（LGBT)- transgender（トランスジェンダー）

（共起頻度 13）、bisexual（両性愛の）- and（と）- transgender（トランスジェンダー）（共

起頻度 11）のように transgender（トランスジェンダー）が研究対象として注目されてい

ることが推定される。

4-2　ビジネスに関連する LGBTQ 研究の中心的な論点

前項と同様に、図 7 に示した連続する 3 つの単語の結び付きである共起頻度である

Trigram では以下の組み合わせが見られた。

for（ために）- social（社会的な）- justice（正義・公正）（共起頻度 9）

in（において）- the - workplace（職場）（共起頻度 6）

social（社会的な）- justice（正義・公正）- behavior（行動）（共起頻度 6）

wages（賃金）- of（の）- gay（ゲイ）（共起頻度 6）

experiences（経験）with（とともに）discrimination（差別待遇） 

measures（方策・措置）-　of（の）-　prejudice（偏見・先入観（共起頻度 3）

queer（クイア）theory（セオリー）to（へ）（共起頻度 3）

第 1 の論点は「LGBTQ と職場」である。gay（ゲイ）の employee（従業員）の wages（賃金）

の問題や workplace（職場）での employee（従業員）に対する prejudice（偏見・先入観）

や discrimination（差別待遇）に対する social（社会的な）で organizational（組織的な）

measures（方策・措置）や behavior（行動）に関するものである。gender（ジェンダー・

性差）を men（男性）と women（女性）の二項対立に還元する立場から距離を置き、蔑

称であった queer（クイア）を積極的に自己の identity（アイデンティティ）の呼称とし

て使うことによって差別と被差別構造の逆転を意識する Queer theory（クイア・セオリー）

の議論もこの「LGBTQ と職場」の中に含まれていると推定される。今後は、ビジネス関
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連の LGBTQ 研究においても Sexual Orientation（性的指向）や Gender Identity（性自認）

を積極的に表明しない Questioning（クエスチョニング）や「X ジェンダー」の言葉が使

われる可能性が考えられる 4。

また、図 7 に示した Trigram では以下の組み合わせも見られた。

and（と）- transgender（トランスジェンダー）- LGBT（LGBT) （共起頻度 13）

transgender（トランスジェンダー）-ally development（アライ開発）- conditions( 状況・

条件）（共起頻度 3）

about（について）- sexual（性的な）-　orientation（指向）（共起頻度 6）

for（ための）- counselor（カウンセラー）- educators（教育者）（共起頻度 6）

第 2 の論点は「LGBTQ に対する支援」 である。transgender（トランスジェンダー）の

ような性的指向を理解して味方となり、支援するための ally-development（アライ開発）

やそこで必要とされる counselor（カウンセラー）や educators（教育者）の役割に関す

るものである。ally（アライ）とは味方、同盟、支援団体を意味する言葉であり、社会や

職場において LGBTQ、とりわけ transgender（トランスジェンダー）の employee（従業員）

の味方として支援するサポートのあり方（ally-development）が management（マネジメ

ント）における課題であり、LGBTQ 研究においても中心的に議論されていると推測される。

ま た、 研 究 方 法 に 関 し て は、equation（ 均 衡・ 同 一 化 ）- model（ モ デ ル ）- 

uncovered( 明らかにする ) （共起頻度 3）、in-depth（深い）- interviews（インタビュー）

- with（とともに）（共起頻度 3）から、定量研究では構造方程式モデリング（Structural 

Equation Modeling）、定性研究ではデプスインタビュー調査やグラウンデッド・セオリー・

アプローチ（GTA）が採用されている。

図表 8 にビジネス分野における LGBTQ 研究の主要な論点を整理した。第 1 の論点

「LGBTQ と職場」と第 2 の論点「LGBTQ に対する支援」は相互に関連している部分もある。

実務において LGBTQ の社会的進出が一般化する過程において、第 1 の論点「LGBTQ と

職場」と第 2 の論点「LGBTQ に対する支援」が学術的な研究対象としても重要に扱われ

ていると考えられる。
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図 8　ビジネス分野における LGBTQ 研究の主要な論点

　　出所：筆者作成。

5．おわりに

本稿のインプリケーションと今後の研究課題について述べる。第 1 に学術的なインプリ

ケーションに関して、本稿はシステマティック・レビューに着目し、網羅的に検索・抽出

された 74 論文のテキストマイニングによって、ビジネス分野に関連する LGBTQ 研究に

おける主要な論点が、職場での人的資源管理（HRM）や雇用政策、信頼関係を構築する

ための支援であるということを示した点を挙げたい。これまでのビジネス分野における

LGBTQ に関する既存研究の中心的な論点を整理したことは、学術的に若干の貢献ができ

たのではないだろうか。LGBTQ 研究は多様性の問題を扱っているが、多様であるがゆえ

に焦点が絞りきれないジレンマが生じやすい。今後のビジネス分野に関連する LGBTQ 研

究に対する示唆を与えられたのではないかと考える。

第 2 に実務的なインプリケーションに関しては、まず実務家にとって研究者が何を議論

しているのかに関して理解することは有益である。また、企業は従業員の性的志向への偏

見を無くし、差別的な待遇を排してアイデンティティや権利を保護するための行動を組織

的に支援する必要があることを示した。これは LGBTQ の職場における対策が十分とは言

えない日本では重要な経営課題である。

今後の研究課題としては、LGBTQ 研究の分析対象地域の文化的同質性に関して、よ
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り精緻に検討すべきである。また、分析対象期間の違いによってビジネス分野における

LGBTQ 研究の主要な論点に違いがあるか否かについても確認が必要である。レビューの

対象論文の抽出には、電子データベース EBSCO Host Business Source Premiere と他の

電子データベースの併用も検討すべきかと考えられる。論文抽出のプロセスや論点の類型

化について、恣意的な操作を回避するためには、複数の共同研究者による研究プロセスが

望ましい。また、本稿の分析は英語を使用言語とする海外ジャーナルに焦点をあてている。

日本におけるマーケティング関連の LGBTQ 研究に関しては言及できていない。本稿の分

析結果が海外のビジネス分野の LGBTQ 研究の特徴であるのか、国内の LGBTQ 研究にも

共通する普遍性を示しているのかは、今後の取り組むべき研究課題である。これらの課題

を踏まえてビジネス分野での LGBTQ を対象とする研究を継続し、さらに議論を深めてい

きたい。

＜注＞

1 7 つの主要なビジネス・マネジメント関連のジャーナルとは Academy of Management 
Journal, Academy of Management Review, Strategic Management Journal, Journal 
of Management, Organization Science, Management Science, Administrative Science 
Quarterly を指す。

2 広告とコミュニケーション科学に関する電子データベースは PsycINFO, Web of Science, 
Communication and Mass Media Complete, Academic Search Premier, Database of the 
World Advertising Research Center 等が挙げられる。

3 MTMineR：https://mjin.doshisha.ac.jp/MTMineR/mt.html
4 2021 年 10 月 28 日付けの 『日本経済新聞（電子版）』によるとアメリカ国務省が初めて多様

な性自認に対応するパスポートを発行したと報じている。男性と女性しかなかった性別欄
で、新たな選択肢としてどちらでもない「X ジェンダー」が選択できるようにシステムの
大規模な更新がなされる。
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